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　科学の研究を支えるためには、高度な施設、ద切な試料؅理、最

先端の情報機器、分析૷置などが必要である。理研はそのどれにつ

いても世界で最先端の研究基盤を有しており、ݸ々の研究の成果に

結び付いている。

　ここには、2017年現在で五つある研究基盤センターとそこに関

࿈する五つの組織、それに情報基盤センター（第11章）を加え、

主として2004年以降のྺ史と業績を記載する。基盤センターは、

バイオリソースセンター（第1章）、ライフサイエンス技術基盤研

究センター（第6章）、計算科学研究機構（第7章）、放射光科学総

合研究センター（第9章）、仁科加速器研究センター（第10章）で

ある。関࿈組織は、ゲノム科学総合研究センター（第2章）および

そこから೿生したオミックス基盤研究領域（第3章）と生命分子シ

ステム基盤研究領域（第4章のタンパク3000プロジェクト）、分子

イメージング科学研究センター（第5章）、HPCI計算生命科学推

進プログラム（第8章）である。



第 1 章 
発見・発明の礎 ― 未来への入り口

《バイオリソースセンター》

　 バイオリソースは 生物遺伝資源ともよばれ、発見と発明の素材であり、基礎生
物学、医学、薬学、農学などの生命科学研究にとって、必要不可欠の研究材料で
ある。純粋な理論生物学者やバイオインフォマティクスの研究者も含め、ほとん
ど全ての生命科学者は、バイオリソースを必要としている。
　科学において、最も重要な要素の一つが、結果の再現性である。あるバイオリ
ソースを使ってある実験結果が得られた場合、科学の発展のために別の研究者が
そのバイオリソースを用いて結果を再現したり、さらにそれを一歩先に進めたり
することが保証されていなければならない。したがって、バイオリソースを開発
し論文を発表した研究者が仲間の研究者へ配布することは、研究者の責務であり、
研究コミュニティ内でのマナーである。しかし、個々の研究者が自ら実行するこ
とは容易ではない。バイオリソースを維持、配布するためには、研究者自身の時
間と労力、そして資金を必要とするからである。負担に耐え切れず、最悪の場合、
貴重なバイオリソースが消滅してしまう恐れもある。
　このような事態を回避するために、自らの研究を実施するとともに、自ら開発
したバイオリソースのみならず他の研究者からの寄託も受け、提供要請に応える
専門的な組織・機関が世界中に設置されてきた。バイオリソースセンター、レポ
ジトリー、もしくはコレクションとよばれる研究の基盤を担う機関である。例え
ば、アメリカでは、実験用マウスの遺伝学を研究するために発展したジャクソン
研究所、微生物と動物・ヒト細胞株と遺伝子を専門としているAmerican Type 

Culture Collection（ATCC）が1920年代に設立されている。欧州では、感染病
原菌の研究のために発展したパスツール研究所や微生
物と動物・ヒト細胞株を専門としているDeutsche 

Sammlung von Mikroorganismen und Zellkulturen
（DSMZ）が代表的な保存機関である。さらに、大航
海時代に収集した植物を保存・研究している英国
キュー王立植物園等も今日的な表現をすれば、植物の
バイオリソースセンターである。
　2001（平成13）年に筑波研究所に設立された理化
学研究所（理研）バイオリソースセンター（BRC）
もそのような機関の一つである。その使命は、研究
ニーズ、社会ニーズに沿って、再現性を確保した真正
なバイオリソースを整備、提供することにある。筑波
研究所は筑波事業所へと名称は変わったが、BRCは
設立以来、理研筑波における中心事業として位置付け
られている。

のϦιーεɹώτのϞσϧੜ෺Ͱ͋ΔϚ΢ε✔、২ͭޒ
෺のϞσϧੜ෺Ͱ͋ΔγϩΠψφζφ✕、ώτɾಈ෺ࡉ
๔✖、ඍੜ෺ࡐྉ✗、Ҩ఻ࡐࢠྉ✘
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第1節　BRCの使命

　容қに想૾がつくように、一言に生物遺伝資源といっても実にさまざまである。
ಈ植物のݸ体や組織から、細胞、ඍ生物、あるいは遺伝子、タンパク質や֩ࢎな
どの生体分子まである。しかも、生物छは๲大にある。となると、一つのリソー
スセンターが全てのリソースを整備することは不可能にۙい。したがって、زつ
かのジャンルやテーマにߜってऩ集するのが一般的である。実際、BRCでは、
わが国の研究開発にとって重要である実ݧಈ物のマウス、実ݧ植物のシロイψナ
ズナおよびミナトカモジグサ、ώトおよびಈ物の細胞、ඍ生物、そしてこれら由
来の遺伝子を対৅とし、さらにこれらのバイオリソースに関࿈する情報も含めて
ऩ集、整備、提供、発信する事業を展開している。
　具体的なバイオリソースのऩ集・อ存・提供にあたって、BRCは、わが国で
開発されたバイオリソースを中心としつつ、世界でオンリーワンの特徴あるセン
ターを目指してきた。そのഎܠには、独創的な研究や日本ݻ有の問題解決を進め
るためには、日本独自のバイオリソースが不可ܽ、また先行していたԤถのอ存
機関と重複したリソースをอ有することはແବであるという理由がある。
　理研BRCは、2002（平成14）年に文部科学লが開始したナショナルバイオリ
ソースプロジェクト（NBRP）の中֩的拠点としてબ定されており、現在ଞの25
छ類のバイオリソースを担当する機関と࿈ܞして、プロジェクトを推進している。
　16年に及ぶ活ಈの結果、BRCは研究コミュニティよりバイオリソースに関す
る国際的拠点として認知され、また高い信頼を得ることにも成ޭし、17ສ݅を
௒えるバイオリソースを、国内Ԇべ6700機関以上、海外68カ国4600機関以上に
提供してきた。提供したバイオリソースの໿10ˋは利用者の論文発表に、໿1ˋ
は特ڐ取得に貢献している。
　BRCは2001年の設立以来、常に「信頼性」「継続性」「先導性」をモットーに
事業を展開してきた。こうした活ಈを積み重ね、ライフサイエンス研究の発展、
ひいては国民の生活の向上、そして人類の持続的発展に貢献することを目指して
いる。それは݈߁増進、৯料増産、エネルギー生産など、国民生活に直結した研
究開発にもつながるはずであり、研究コミュニティと国民の理解や支援とを結ぶ
道でもある。BRCは、ࢹ野を広げバイオリソースの整備戦略を立案、実施する
とともに、事業を継続的に実施できる体制を構築することにより、今後も引き続
き研究基盤として、生命科学研究のハブとして機能していく。

系統保存の重要性を踏まえ組織化
　わが国の系統อ存は、もともと೶学や植物学の分野でその重要性が認識されて
いた。例えば、コムギの研究で有名な໦ۉݪ博士が研究を始めたのは、理研創立
時と同じ大正時代であるが、研究を進めるにあたって、さまざまなコムギの系統
や、野生छを含むۙԑछを手ݩに集め、ަࡶ実ݧなどができる環境を作る必要が
あったとされる。
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　このようなྺ史的എܠもあって、今日的な意味での生命科学研究（ライフサイ
エンス）における系統อ存施設の重要性は、わが国では、かなり早い段階から認
識されていた。現に、日本学術会議は、1966（ত和41）年5月に「研究用生物
系統อ存ג利用機構の整備について」というࠂקを、また1968年11月には「高
等生物センターの設立とݸ別系統อ存施設の拡ॆ強化ならびに実ݧಈ物センター
の設立について」というࠂקを出している。
　このす͙後から、理研におけるライフサイエンスの研究が始まっている。その
経緯は、  88年史  第Ⅱ編第6章（263-292ϖージ）にৄしく記載されているが、大
きな流れをいえば、そこから30年ۙい研究やプロジェクトの積み重ねを経て、
脳科学総合研究センター、ゲノム科学総合研究センター、さらには2000年以降
のミレニアム研究センター群へと拡大・発展していったのである。
　時計をもとに໭して、理研におけるライフサイエンスの流れの中で、今日のバ
イオリソースセンターにつながる出来事を挙げておこう。1973年7月に、政府
の科学技術会議内に設置されたライフサイエンス࠙ஊ会が報ࠂ書を出し、そこで、
ライフサイエンス支援センターの新設が必要だとしている。このセンターの役割
の一つに、系統生物に関する特性データ等の整備、実ݧ生物系統の維持と؅理、
生産と提供が含まれていた。また、実ݧ生物としては、ಈ物、植物、ඍ生物のほ
かに培養細胞なども対৅となった。
　理研は、政府方針を踏まえてライフサイエンス事業運営会議を設置し、1978
年5月に、「ライフサイエンス研究推進の方策について」という報ࠂ書をまとめ
た。ここで、国内外の中心的機関としての役割を果たすため、系統生物に関する
特性データ等のॆ実を図るとともに、ඍ生物、実ݧಈ物、培養生物等の系統อ存
と提供、およびそれに関わる支援体制やサービスなどをॆ実させていくとした。
　時間は前後するが、理研では、ώトのモデルとしての新しい実ݧಈ物として、
ジャコウネズミ、トΨリネズミの実ݧಈ物化を目指した「実ݧಈ物の開発」を
1974年度から民間研究機関等の協力を得て推進している。これらの৯஬目ಈ物は、
マウスなどᴩࣃ目ಈ物に比べて系統発生的にώトにۙいのがその理由であった。
　1978年には、理研はライフサイエンス研究情報室（初代室長ɿۨܗ࿨உ）を設
置し、実ݧಈ物、ඍ生物、植物、૶類、ಈ物培養細胞および植物培養細胞の所在
と生物学的特徴に関する「実ݧ生物情報システムNISLO（National Information 
System for Laboratory Organisms）」の開発を、多数の研究機関・研究者の協
力を得て進めた。1989年度にੁݪ秀໌が第2代室長に就任し、1996年度にத੉
ਸ培養生物部長が兼務で第3代室長に就任している。

微生物系統保存・提供活動
　次に、ඍ生物について৮れておく。1970年代あたりまで、国内にެ的なඍ生
物のอ存機関が少なかったため、わが国のඍ生物学者は、その研究材料や研究対
৅であるඍ生物גの供給を、アメリカやԤभॾ国の機関に依存している状گに
あった。理研はඍ生物関࿈研究のϙテンシャルが高いこともあり、ඍ生物系統อ
存提供事業を和光Ωャンパスで進めることが重要であると判断した。そして
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1979年度、1980年度予算で「ඍ生物系統อ存施設」（2階建て、Ԇべ面積໿
1500m2）を整備するとともに、1981年に培養生物部（系統อ存室、分類室）を
設置し、ඍ生物系統อ存事業（Japan Collection of MicroorganismsɿJCM）
として事業を開始した（初代部長ɿۨ形）。1983年຤からはඍ生物גカタログを
発行した。発展్上国のඍ生物גอ存施設との共同研究、研究生の受けೖれなど、
国のඍ生物גอ存事業の中֩機関として国際協力にも力を஫いだ。
　1989年4月に第2代部長として中੉が就任し、1992年度からは従来の細ە、
放線ە、߬฼、ࢳ状ەにݹ細ەを新たにඍ生物のอ存גとして加えるとともに、
ライフサイエンス筑波研究センタージーンバンク室（1987年度開設）にバック
アップอ存を持つにࢸった。また、1995年度からは科学技術ৼڵ調整費による
多国間型国際協力プロジェクト「アジア地域のඍ生物研究ネットワークに関する
研究」の中֩的機関として、5カ年そのプロジェクトを推進するなど、国際協力、
特にアジア地域に貢献した。中੉は1992年から1996年まで世界ඍ生物גอ存࿈
ໍ（World Federation for Culture CollectionsɿWFCC）の理事を務めた。
また、分類学的研究、同定サービスを実施した。 2010年からは理研BRCඍ生物
材料開発室（JCM）のҏ౻ོઐ任研究員がWFCCの理事を務めている。
　1999年度には、組織変更に൐い培養生物部はഇ止され、JCM活ಈは生物基盤
研究部（部長ɿ中੉）のඍ生物分類室、ඍ生物系統อ存室が継続担当した。
2000年度には௕ా༟೭߅生物質研究室主任研究員が兼務で、また2001年2月に
は、޻౻ढ़ষඍ生物学研究室主任研究員が兼務で部長に就任した。

細胞・遺伝子保存提供活動
　次に細胞や遺伝子のऩ集である。1983年、政府の対がん10カ年総合戦略が設
定されたのを機に、日本組織培養学会等のಇきかけにより、科学技術ிৼہڵは、
「遺伝子・細胞のऩ集・อ存・提供システムݕ౼会」の報ࠂ書をまとめた（1984
年6月）。この報ࠂ書の方針にԊって、1985年にライフサイエンス筑波研究セン
ター（1984年開設）に、細胞・遺伝子อ存施設（3階建て、Ԇべ面積໿2000m2）
が建設されることになった。
　1987年度から同センターにジーンバンク室（初代室長ɿҪ川༸ೋ）を組織し、
関࿈事業をॱ次開始した。ॱに、1988年に細胞ۜ行、1989年に遺伝情報ۜ行、
1992年にDNAۜ行、1994年に植物細胞材料部門である。1990年度にはࡔ૔র
⃮主任研究員（2代目）が、1993年2月には大野஧෉෭主任研究員（3代目）が
それぞれジーンバンク室長に就任した。1999年度に、ジーンバンク室の組織変
更により、細胞・遺伝子อ存提供事業は、遺伝子基盤研究部（遺伝子材料開発室、
細胞材料開発室、実ݧಈ物開発室、実ݧ植物開発室）の一部として継続された。

バイオリソース事業の開始と中核機関としての整備・発展
　1999年12月に、内ֳ総理大ਉ決定のミレニアム計画が策定され、その中で
「生命科学の研究開発や事業化に必要な生物遺伝資源のऩ集と供給体制・機関を
整備する」ことが、ライフサイエンス研究のためにはܽかせないとされた。
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　理研は、それまでライフサイエンス筑波研究センター（2000年度に筑波研究
所と名称変更）で展開していたゲノム研究など、ライフサイエンス関࿈研究を拡
大するため、横浜研究所、神戸研究所を開設することになった。そして筑波研究
所をバイオリソース事業の拠点と位置付けたのである。
　このようなഎܠから、理研は1999年12月に（財）؞研究会؞研究所名༪所長
のੁ野੖෉をҕ員長とする「バイオリソースセンター準備ҕ員会」を設置し、
2000年8月に報ࠂ書をまとめた。その中で、「理研が設立するバイオリソースセ
ンターは、わが国のライフサイエンス研究の基盤を支え、その発展に資するため
に、生物遺伝資源（バイオリソース）にかかる中֩機関としての役割を担うこと、
遺伝子からಈ植物までを対৅とし、国内外からのऩ集、国際的基準によるݕ査・
高品質؅理下での維持・อ存・提供、リソースにかかるී及活ಈや研究業務の整
備を行うとともに、リソース整備については、わが国独自のリソースの確อとそ
れらの૕失リスクの௿ݮにཹ意する」と強調された。

BRCの発足と進展
　このようなݕ౼等を踏まえて、全国的ࢹ点に立って国内外の研究者、さらには
関࿈機関などとのີۓな࿈ܞの下、実ݧಈ物、実ݧ植物、細胞材料、遺伝子材料
など研究材料を中心とした生物遺伝資源および関࿈情報をऩ集、อ存、提供する
こと、ならびに生物遺伝資源の維持、อ存と利用研究のために必要な技術開発を
行うことを目的とし、2001年1月にバイオリソースセンター（BRC）を開設し、
バイオリソース౩（7階建て、Ԇべ面積໿9000m2）がॡ工した同年4月より事
業を展開した。センター内には、実ݧಈ物開発室、実ݧ植物開発室、細胞材料開
発室、遺伝子材料開発室、情報解析技術室からなるリソース基盤開発部と遺伝工
学基盤技術室、任期制職員からなる開発チームが設置された。2001年4月にセ
ンター長として৿࿬࿨郎が、リソース基盤開発部長として小഼༟一が就任した。
その後、2004年7月に理研BRCはJCMを統合している。

BRCの組織変遷・人事
　2001年4月৿࿬センター長、খ഼基盤開発部長、小ྛ正智実ݧ植物開発室長、
大野忠෉細胞材料開発室長、ԣࢁ࿨ঘ遺伝子材料開発室長がそれぞれ就任した。
2002年1月、Ѩ෦܇也ಈ物変異ಈ態解析技術開発チームリーダー、土Ҫو༟生
体応౴情報技術開発サブチームリーダーが就任。2002年2月小૔३郎遺伝工学
基盤技術室長が就任。2002年3月தଜ޾෉細胞運命情報解析技術開発サブチー
ムリーダーが就任、2003年4月に中ଜは細胞材料開発室長に就任した。2003年
7月ਂւ܆情報解析技術室長、ߒ޷ࡾ೭細胞運命情報解析技術開発サブチーム
リーダーが就任。2004年7月、理研中央研究所のඍ生物系統อ存事業（JCM）
が、中央研究所の研究中心のミッションから外れるが、BRCの事業の目的と合
கするという観点から、理事会と理研BRCのަ渉の຤、ඍ生物材料開発室（室
長ɿႵ野義ݾ）として組織上BRCに移؅した。2004年12月٢໦३が実ݧಈ物開
発室長に就任した。2005年4月、৿࿬センター長が༐ୀし特別ސ問となり、খ
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഼がバイオリソースセンター長に就任した。2008年4月に、Ѩ部が෭センター
長に、٢໦、খྛ、中ଜがコーディネーター（室長兼務）にそれぞれ就任し、ま
た、ゲノム科学総合研究センターの改ഇに൐い、ಈ物ゲノム機能情報研究グルー
プが理研BRCに移੶され、のちに3チーム1Ϣニットに再編成され、एࡊໜ੖マ
ウス表現型解析開発チームリーダー、野ా఩ੜ࣬ױモデル評価研究開発チーム
リーダー、ݖ౻༸一新規変異マウス研究開発チームリーダー、ຟ԰ࢤܒマウス表
現型知識化研究開発Ϣニットリーダーがそれぞれ就任した。2009年4月に大熊
੝也がඍ生物材料開発室長に就任した。2012年10月、理研本部の協力も得て、
和光ΩャンパスにあったJCMを物理的にも筑波Ωャンパスに移転した。これで
BRCの全ての組織が同一Ωャンパス内に集結した。
　BRCにとってリソースの品質は最重要課題である。品質؅理の重要性をセン
ター内にపఈするために、国際標準品質マネジメントシステムであるISO9001
の認ূを受けることとした。そのために、2007年2月にバイオリソース品質؅
理支援Ϣニットを設置し、ໜ໦ٱ雄がϢニットリーダーに就任した。細胞材料開
発室、ඍ生物材料開発室が2007年8月にISO9001の認ূを受け、それ以降認ূ
を維持している。加えて、認ূを受けていないଞの開発室の事業にもISO品質マ
ネジメントのしくみとノウハウをਁಁさせるべく、研修等を行っている。
　BRCのݸ々の所ଐ長は、筑波大学等の客員ڭत等に任命され、大学Ӄ生のڭ
育にܞわってきた。また、理研の基礎科学特別研究員、大学Ӄ生リサーチ・アソ
シエイト（JRA）、国際プログラム・アソシエイト（IPA）等を受けೖれ、ڭ育
を行ってきた。しかし、組織としての取り組みはなされていなかった。そこで、
BRCがࢀ加しているつくばライフサイエンス推進協議会と筑波大学が、ライフ
サイエンス分野におけるトップクラスの、高度でઐ門的研究能力を持つ人材を育
成するため、協ಇ大学Ӄの設置協定をక結した（グローバルڭ育Ӄ）。当֘協定
に基づき2015年4月、ライフイノベーション学位プログラムઐ߈に理研BRCか
らは٢໦、খྛ、中ଜ、大۽、Ѩ部がڭतに就任し、バイオリソース֓論（必修
科目）を担当している。

研究コミュニティからの支援
　事業発足の経緯と目的から、BRCは研究コミュニティの多大な支持と支援を
受けてきた。運営面でも、リソース͝とに産学׭の有識者5-8名程度からなる
リソースݕ౼ҕ員会を設置し、ຖ年度開࠵し、事業の運営方針、実績、計画に対
する評価・助言・提言をいただいている。また、開発を主たる業務としている遺
伝工学基盤技術室および開発チームについても、レビューҕ員会を設置し、
2-3年に一度開࠵し、評価・助言・提言をいただいている。さらに、国際的な
ҕ員౼ݕ野からの評価・助言も必要であり、5-6名の国際ҕ員と各リソースࢹ
会ҕ員長およびレビューҕ員会ҕ員長からなるバイオリソースセンターアドバイ
ザリーカウンシルを設置し、理研全体のࢾ問ҕ員会である理研アドバイザリーカ
ウンシル会議のある年に、開࠵している。これらのҕ員会の支援と助言により、
研究コミュニティとີ接な࿈ܞ、さらには研究のಈ向、シーズ、ニーズを的確に
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೺Ѳし、対応することができている。

第2節　高まるBRCへの信頼と期待

　BRCは、発足当初より信頼性・継続性・先導性を事業のモットーとし、リソー
スのدୗ者の知的財産権を守り、ྙ理問題にも対応できる体制を整え、日本の中
֩機関としての国際的役割を果たす機能を整備してきた。理研が100प年をܴえ
る2017（平成29）年は、BRCは設立16年目にあたる。この16年の間、各リソー
スの合計提供݅数は年々増加しつづけ、設立後10年をܴえた2011年には年間の
提供数が1ສ5000݅を௒えຖ年҆定して推移している。さらに、提供したバイ
オリソースの໿10ˋが利用者の発表論文、また、໿1ˋがެ開特ڐに大きく貢献
している。設立以来、ྦྷ計໿17ສ݅以上のリソースの提供を行っており、国内
のみならず໿2割は海外の研究機関にも提供され、BRCのリソースは国際的に
も高く評価されている。事実、ެ的リソース機関のベンチマークを見ても、全て
のリソースが世界の3大拠点の一つに成長した。特に細胞のอ存数においては、
世界最大規模に成長した。
　BRCは、再現性を確อした真正なバイオリソースを提供することで、研究コ
ミュニティからの信頼を得ることに最大限の努力を払ってきた。しかし、残೦な
がらバイオリソースそのものとそれに付随する情報の不正確さがݪҼで、研究成
果が第三者によって再現できず、科学への信頼を失う事態がස発している。解決
策としては、研究に用いたバイオリソースを理研BRC等のリソース機関におい
て品質のݕ査をे分に行うこと、また、バイオリソースの供給源、ג名（系統
名）、特性、ૢ作遺伝子のৄ細等を正確に記載することである。これらのことは、
BRCの果たすべき役割と期଴が大きくなったことを意味している。BRCは品質
؅理をݫ格に行い、不具合をഉআしたバイオリソースを提供することによって、
第三者による研究の再現性を向上させ、研究の効率化を高めることに貢献できる
と考え、実施してきた。引き続き、BRCは、国際的な研究基盤として最高品質
のバイオリソースを提供することとしている。

ナショナルバイオリソースプロジェクト（NBRP）
　文部科学লは、BRCの事業開始から遅れること1年、知的基盤整備計画の「重
点的に整備すべき知的基盤としての生物遺伝資源」（2001年8月）の౴ਃに基づ
いて、2002年7月3日にNBRPを発足させた。NBRPは各研究室・研究機関に分
的にอ存されている、あるいは全面的に海外に依存しているバイオリソースのࢄ
छ類͝とに中֩的拠点を指定して、国家的戦略に基づき開発・ऩ集・อ存し、ゲ
ノム情報と共に提供することが目的であった。NBRP実施の過程で、BRCの関
係予算の一部が文科লのҕୗ費に移؅されるという事態もあったが、BRCは
NBRPが実施する20छ類のバイオリソースのうち4छ類の中֩的拠点としてબ考
された。2007年からはJCMもNBRPの中֩機関となり、現在は五つの開発室が
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担当するリソース、すなわち実ݧಈ物マウス、シロイψナズナ、ώト・ಈ物細胞、
遺伝子材料、一般ඍ生物はいずれも国の中֩的拠点として活ಈしている。また、
NBRPの方針決定においても、৿࿬、খ഼両センター長が、推進ҕ員会のҕ員長
もしくは෭ҕ員長として、ਂく関与してきた。2015年度からNBRPの運営は日
本医ྍ研究開発機構（AMED）に移؅されたが、খ഼センター長はNBRPの
プログラムオフィサーとして、また、推進ҕ員会෭ҕ員長、評価ҕ員として、運
営の中心的役割を担っている。施策立案等は依વ文科লが中心となっている。な
お、2004年以降は、BRCの5部門の予算は理研の運営費ަ付金によりા置され
ている。

事業仕分け
　2009年11月、民主ౘ政権は、2010年度予算編成のため、行政࡮新会議、いわ
ゆる事業仕分けを行った。多くの独法の事業が対৅とされ、BRCはώアリング
の対৅となり、文科লと࿈日、ప໷にۙい作業を行い、໖ີな資料作りをし、ώ
アリングへの準備をした。しかし、ώアリングで意味のある質問はなく、明確な
理由なしにBRCの予算を3分の1程度のॖݮと宣ࠂされた。事業が్ઈえざるを
得ないӨڹをඃりそうになったが、海外も含め多くの学会およびݸ々の研究者か
ら、BRCはライフサイエンスに必要不可ܽな基盤であり維持すべきという意見
がパブリックコメントへ多数دせられた。また、BRCの活ಈと予算ॖݮの想定
されるダメージについて、NHK、TBS、『ຖ日新ฉ』、『ಡച新ฉ』、Nature等が
大きく取り上げた。内ֳ府のਚ力により、この年の12月30日にट相׭ఛにて各
ެ的研究機関・大学がઆ明会を行い、理研BRCはट相をはじめֳ྅へiPS細胞を
展示し重要性をアピールした。さらに、ノーベル賞受賞研究者等による科学予算
ڹに反対する記者会見が行われるなどした結果、リソース事業へのਙ大なӨݮॖ
はආけることができた。

東日本大震災の教訓
　バイオリソースの一つの特徴は、失われたら二度と෮ݩできないことである。
BRCは、2007年からバイオリソースの҆全確อのため、筑波事業所から最もԕ
ִ地にあり、かつ地盤が強ݻな播磨研究所の協力を得て、同研究所内に筑波から
、できるモニタリングカメラを備えた部԰に11୆のӷ体஠素タンクを設置しࢹ؂
大਒ࡂに備えてಈ物、細胞等のౚ結サンプルを1本ずつバックアップอ存する対
策を行っていた。最ѱの事態が発生した際は、そこからリソースを෮ݩすること
とした。バックアップの設置をリードした৿࿬センター長の先見の明に感ँした
次第である。
　2011年3月11日に発生した東日本大਒ࡂは、バイオリソースを守り、Քಇ中
の事業を継続するためには、よりݻݎな防ޚ体制が必要であることを明らかにし
た。BRCの施設そのものには大きなඃ֐はなかったが、ఀ電、断ਫが発生した。
遺伝子材料の多くはʵ80ˆのフリーザーでอ存しており、マウスのᡢや細胞リ
ソースをอ存している大型ӷ体஠素タンクは、電気で常時ӷ体஠素をิॆするシ
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ステムである。޾いఀ電は短時間で෮旧したが、当時のBRCは、数時間自家発
電できる೩料備஝施設しかอ有しておらず、長期に及んだらリソースを失うこと
になりかねない事態だった。一方、断ਫによるਫの供給不足は、マウスや植物を
、いに筑波大学の協力を得て同大学からਫを運びೖれ޾。໓させる要Ҽになるࢮ
数日にわたった断ਫを乗り切ることができた。さらにઍ葉のӷ体஠素の੡造施設
がඃࡂし、ӷ体஠素の供給がఀ止した。通常ߪೖしているӷ体஠素੡造会社のਚ
力により、2ि間後に別の施設からӷ体஠素が供給されたため危機を免れたが、
これら一࿈の出来事は、و重なバイオリソースを҆全にอ存するためには、当時
の施設では極めて不े分であることをුきூりにした。加えて、大਒ࡂ直後は、
మ道、高速道࿏のด࠯、Ψソリン不足で外部からの支援はまったく期଴できない
ことも明らかになった。
　これを受けて、理研は政府にิ正予算を要求し、政府は໿8ԯ5000ສԁのิ
正予算をા置した。まず、少なくとも1ि間自家発電できる重༉およびܰ༉を備
஝できるタンクをΩャンパスの地下にຒ設しఀ電時の対策を行った。マウスや植
物の維持にਫはܽかすことができないため、構内にҪ戸を۷࡟した。現在筑波事
業所では、通常時もこのҪ戸ਫを利用している。また、֐ࡂ時には地域ॅ民にも
給ਫできるよう研究所の外ଆにも給ਫ所を設けた。ӷ体஠素は、マウスᡢ・精子、
細胞、ඍ生物のౚ結อ存に不可ܽなため、ӷ体஠素੡造૷置の整備も行った。
　਒ࡂ当日、ަ通໢、࿈བྷ手段等が׬全にຑᙺし、ライフラインがストップした。
本਒後、す͙に職員に対し׋؅部ॺの点ݕを指示した。研究所に大きなഁଛがな
かったことを確認した後、職員等に対し家଒の҆൱確認のためのؼ୐をڐ可した。
、はなく、また、家଒の҆全も確認できた。しかし֐い職員の家԰に大きなඃ޾
地਒後10日程度は、つくばۙࢢลはݽ立ແ援であり、常൬線とつくばエクスプ
レスの不通、Ψソリンのܽ๡等が発生し、ަ通໢の׬全ճ෮までは、通ࠔۈ೉者
には、自୐଴機の指示が出た。また、ݻ定電࿩およびܞଳ電࿩のԻ声࿈བྷ手段が
్ઈえたが、メールは可能であることが判明し、メールでのٸۓ࿈བྷ手段の整備
を早ٸに行った。しばらく給ਫもなく研究所は不自由であったが、৯ಊでの৯事
提供については、当時の৯ಊ業者が独自の流通手段を持っており、1ि間は提供
可能とのճ౴がなされた。そして日常生活が平常にۙづいた3月຤になって、よ
うやくリソースの提供再開にこぎつけたのである。
　地਒そのものに加え、෱ౡ第一ݪ子力発電所事ނによる放射性物質の飛ࢄのӨ
೦された。モニタリングの結果から、筑波研究所においても放射性物質のݒもڹ
飛ࢄが確認された。職員の不҆はืる一方であったが、情報はほとんどなく、し
ばらくの間不҆を解消することはできなかった。つくばࢢは2011年12月放射性
物質Ԛ染対ॲ特ા法に基づくԚ染状گ重点調査地域として環境লより指定を受け、
いにも筑波研究所ෑ地内は線量率が޾。調査を行ったگ内全域においてԚ染状ࢢ
௿かったため、つくばࢢの定めるআ染実施区域には֘当しなかった。しかし、そ
のことが判明したのは、ݪ発事ނより9カ月後のことである。
　਒ࡂ後は਒度4以上の余਒がස発し、発生の౎度、放射線؅理区域や高ѹΨス
設備等の点ݕに追われた日々であったが、設備等に異常はなかった。また、遺伝
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子組み換え生物等を含む全ての実ݧ材料について、਒ࡂのӨڹによる環境中への
拡ࢄはなかった。
　2011年Նには、ट౎ݍの電力ध要が供給量を上ճったため、ྠ番ఀ電（いわ
ゆる計画ఀ電）が実施され、ాத正࿕理研理事とখ഼センター長が政府のώアリ
ングを受け電力の必要性を訴えた。不޾中の޾いとなるが、Ἒ৓ݝはඃࡂ地域に
認定されたため、ྠ番ఀ電は免れた。
　未િ有の大਒ࡂにૺ۰したことにより、BRCとしてまた筑波地区として、職
員とその家଒、そして事業を守るためにどのような備えと体制が必要なのか明ら
かになった。筑波地区ではٸۓ対策本部を設置し、ٸۓ時に対する行ಈマニュア
ルを作成し、全役職員等にप知を行っている。

国際貢献
　BRCは、バイオリソースにおける国際的な共同活ಈを積極的に行っている。
研究開発に必要とされるバイオリソースのछ類と量は、一国、一機関のऩ容能力
を྇կしているため整備に関する国際協調が必要になった。
　Asian Network of Research Resource Centers（ANRRC）は、21世紀にお
ける継続的な生物遺伝資源の利用と新規のリソースの開発をଅ進することにより、
科学技術およびイノベーションを推進し、アジア地域の科学の発展および人類の
ൟӫに貢献し、アジアのԤถに対する相対的地位を向上するために、2009年9月
に、BRC、ؖ国国家研究素材研究センター（KNRRC、ؖ国）、中国科学Ӄඍ生
物研究所（IM-CAS、中国）の三つの機関の協力により設立された。2015年຤
の時点で、14の国と地域から97の機関がࢀ加している。BRCはANRRCにおい
て中心的な役割を果たしており、2010年つくばで開࠵された第2ճ国際会議に
おいては、「分担と࿈ܞ」、「学術利用・発表の自由の確อ」、「生物多様性条໿の
९守」等をうたうݑ章の制定に大きく貢献した。さらに、2012年から2016年ま

ୈüճ"/33$ࡍࠃձٞʢù÷øú೥ø÷݄ú÷೔-øø݄ø೔ʣɹཧ研#3$ओ࠵
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で、খ഼センター長が議長を務めている。これまでに8ճの国際会議を開࠵して
おり、2013年および2016年は日本で開࠵された。なお、ANRRCは、�e 
International Society for Biological and Environmental Repositories（ISBER）
と2013年11月より相ޓ協力のための協定を結んでいる。
　アジアマウス開発リソース࿈ໍ（Asian Mouse Mutagenesis and Resource 
AssociationɿAMMRA）は、ミュータントマウス開発とマウスリソース利用
のアジア・オセアニア࿈ܞを目的として、2006年に設立された。BRCはコアメ
ンバーとして活ಈし、খ഼センター長が2014年から2016年まで議長を務めた。
2013年にアジアマウス表現型解析コンソーシアム（Asian Mouse Phenotyping 
ConsortiumɿAMPC）と合同で運営会議を主࠵した。さらに、第10ճ

ཧ研#3$、ؖࠃࠃՈ研究ૉࡐ研究センターʢ,/33$ʣ、தࠃ
ՊֶӃඍੜ෺研究所ʢ*.�$"4ʣͱのúऀ.06࠶క݁ࣜʢù÷øü
೥ø÷݄ùÿ೔ʣ
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AMMRA・AMPC会議を2016年5月20-21日にBRC主࠵によりശࠜで開࠵した。
　国際的な協力・分担でマウス表現型を解析し『ᄡೕ類遺伝子機能ඦ科事典』の
作成を目指す取り組みとして、2011年9月にInternational Mouse Phenotyping 
Consortium（IMPC）が設立された。理研BRCはこれにࢀ画し、Steering 
Committee（運営ҕ員会）のメンバーでもある。2012年9月、2015年11月には
BRC主࠵のシンϙジウムを行った。IMPCの成果により遺伝子機能の解明、高
次生体機能解明、࣬ױに関する理解の進展、さらに創ༀに多大な貢献をすること
が期଴されている。2015年現在、日本、中国、୆࿷、ؖ国、オーストラリア、
アメリカ、カナダ、英国、フランス、スϖイン、ドイツ、イタリア、チェコ等の
五つの研究費支援機関を含めた18の研究機関が加ໍしている。2016年9月には、
IMPCとしての最初の論文をNatureに発表した。その後も໢羅的遺伝子ܽ失マ
ウスの国際標準の表現型解析によって、初めて明らかにされた生命現৅に関する
論文が次々と発表されている。
　植物科学に関わる国際࿈ܞの枠組みとしては、シロイψナズナ（Arabidopsis）
の全ゲノムԘ基配列の解析とそれに続くゲノム機能の解析プロジェクトを
Multinational Arabidopsis Steering Committee（MASC）がけん引してきた。
特に2001年より開始されたThe Multinational Coordinated Arabidopsis 
thaliana Functional Genomics Project（2010 Project）においては、2010年
までにシロイψナズナが持つ全遺伝子の機能を解明することを目標として、解析
を助けるリソース、技術、情報を国際࿈ܞで整備する取り組みが進められた。こ
のMASCによるイニシアチブをഎܠとして、BRCはわが国で作੡されたシロイ
ψナズナの遺伝子ഁյ系統や׬全長cDNAなどの໢羅的なリソースを国内外に
提供することにより、Ԥถのリソースセンターと࿈ܞして国際プロジェクトの推
進に貢献してきた。2011年からはMASCのメンバーにখྛ実ݧ植物開発室長が
加わり、現在の目標である〝From bench to bountiful harvests〟の実現に向
けて活ಈしている。MASCのもう一つの役割はシロイψナズナの国際会議、
International Conference on Arabidopsis Research（ICAR）の開࠵である。
2010年6月6-10日にはパシフィコ横浜において第21ճのICARが開࠵されてい
る。この時はBRCと植物科学研究センター（PSC）が組織ҕ員会の中֩となり、
ྺ代2番目の規模を誇る会議を成ޭへと導いた。
　International Stem Cell Forum（ISCF）は幹細胞研究分野の世界的な࿈ܞ
協力に基づいた発展を目指して、世界11カ国がࢀ加し、2003年に設立された国
際組織である。ISCFࡿ下において、多能性幹細胞（ES/iPS細胞）の培養技術、
応用技術等に関する世界的な標準化を図ることを目的として、International 
Stem Cell Initiative（ISCI）が設立され、また、多能性幹細胞のバンク事業の
標準化を目的にInternational Stem Cell Bank Initiative（ISCBI）が設立され
た。BRCはISCIおよびISCBIにその発足当初からࢀ画し、共同作業の成果を著
書・論文等として研究コミュニティに発信し、多能性幹細胞研究の発展および標
準化に貢献している。
　International Cell Line Authentication Committee（ICLAC）は、ޡ認細
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胞を使用した研究が研究コミュニティから๾໓されることを目的に、2012年に
発足した国際組織である。BRC、ถ国ATCC、英国ECACC、ドイツDSMZな
どの世界の主要細胞バンク機関がࢀ画し、ޡ認細胞と判明した細胞を研究コミュ
ニティに発信するためのϗームϖージの作成・運用等の活ಈを行っている。また、
Natureࢽ等に関࿈記事を掲載し、研究コミュニティへのܒ発活ಈを継続して実
施している。
　前述の理研ライフサイエンス研究情報室は、1986（ত和61）年から1996年ま
で世界ඍ生物データセンター（World Data Center for Microorganismsɿ
WDCM）を担当していた。その後、WDCMは国立遺伝学研究所に移؅され、
2011年からはIM-CAS（中国）が担当している。BRCはWDCMのඍ生物リ
ソースの全世界データベース（Global Catalogue of Microorganisms）の設立
やリソースを利用した成果のࡧݕプログラムの開発に貢献した。また、֩ݪඍ生
物における全てのछの系統を明確にする国際࿈ܞであるAll species living tree 
projectにBRCは貢献し、֩ݪඍ生物全てのछのゲノム情報を整備する提案
Genomic Encyclopedia of Bacteria and Archaeaにもࢀ画した。
　AMMRAメンバーであるೆ京大学モデルಈ物研究センター（Model Animal 
Research CenterɿMARC）のDr. Xiang Gaoセンター長とখ഼センター長は、
एい学生に向けた国際マウスサマーコースを共同開࠵することに合意し、第1ճ
は2012年8月27-29日にBRCが主࠵し、つくばで開࠵した。以後、ຖ年ೆ京大
学MARCとBRCがަޓにϗストを務めている。第5ճとなるೆ京大学MARCʗ
理研BRC国際マウスサマーコースは、マウスリソースワークショップと名称を
変更して、BRCをϗストとして、2016年7月25日から27日にかけて行い、12カ
国32名の学生がࢀ加した。第6ճからは、ؖ国国立ソウル大学が主࠵機関として
。加する予定であるࢀ

ୈüճϚ΢εϦιーεϫーΫγϣοϓʢù÷øý೥þ݄ùüôùþ೔ʣɹཧ研#3$ओ࠵
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　BRCは人材ަ流・育成、情報ަ換等を主な目的として、下記のアジアのリソー
ス機関と協力協定をక結してきた。

　　2005年8月-現在ɿ୆࿷国家実ݧ研究Ӄç国家実ݧಈ物センター（National 
Laboratory Animal Center, National Applied Research Laboratories）

　　2006年10月-2016年10月ɿ中国འभ生物੡品研究所（Lanzhou Institute 
of Biological Products）

　　2007年11月-現在ɿؖ国生命工学研究所（Korea Research Institute of 
Bioscience and Biotechnology）生物評価研究所（Bio Evaluation 
Center）およびඍ生物ゲノム応用研究所（Microbial Genomics and 
Applications Center）

　　2009年 9月-2014年 9月ɿ国立ཅ明大学生物ༀ学研究所新ༀ研究中心
（Research Center for Drug Discovery, Institute of Biopharmaceutical 
Science, National Yang-Ming University）

　　2009年9月-現在ɿؖ国国家研究素材研究センター（KNRRC）、中国科学
Ӄඍ生物研究所（IM-CAS）との3者協力協定

　　2014年 5月-現在ɿタイçBiodiversity-Based Economy Development 
O�ce（BEDO）

ཧ研#3$ͱタΠ#&%0ͱの3FDPSE�PG�%JTDVTTJPOక݁ࣜʢù÷øû
೥ü݄ùù೔ʣ

iPS細胞にまつわる歴史
　2003年度から始まった文部科学ল「再生医ྍの実現化プロジェクト」には、
理研も主要機関としてࢀ画していたが、2006年に同プロジェクトの主要メンバー
であった京౎大学のࢁத৳໻博士がマウスiPS細胞のथ立を発表した（当֘成果
により2012年ノーベル生理学・医学賞を受賞）。ࢁ中博士はマウスiPS細胞およ
びώトiPS細胞（2007年発表）を早々にBRCへدୗし、BRCはマウスiPS細胞を
2008年3月から、ώトiPS細胞を2009年3月から提供を開始した。現時点でも
BRCは、ࢁ中博士がथ立したiPS細胞を提供する世界།一のリソース機関である。
政府は国家戦略として、iPS細胞を活用した再生医ྍ研究および࣬ױ研究を強力
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に推進することを目的として、各छプロジェクト等を支援し、その一環として
2011年3月、BRCに「細胞研究リソース౩」（6階建て、Ԇべ面積໿6900m2）
がॡ工した。特に、࣬ױ者からथ立したiPS細胞（࣬ױ特異的iPS細胞）を活用
した研究は、従来には不可能であった࣬ױ研究、創ༀ研究を可能とし、೉࣏性࣬
の研究を中心として、その活用が大いに期଴されている。BRCは世界に先駆ױ
けて2012年12月から࣬ױ特異的iPS細胞の整備・提供を開始した。また、文部
科学লとް生࿑ಇলの共同事業である「࣬ױ特異的iPS細胞を活用した೉ප研
究」プロジェクトが2013年2月から始まり、同プロジェクトにおいてथ立され
た࣬ױ特異的iPS細胞の全てがBRCにدୗされており、BRCは世界を代表する
。特異的iPS細胞バンク機関となっているױ࣬

ʣ޻๔研究Ϧιーε౩ʢù÷øø೥ú݄ॡࡉ

ஜ೾Ωϟンύεશܠ
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